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千葉市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン（2021 改訂版）概要版 １／２ 

 

 
 
（１）人口の動き 

 
■ 総人口の推移 

    ・本市の総人口は、これまで安定的に増加。 

・自然増減（出生数と死亡数）は、2014年（平成 26年）以降 7年連続で減少。 

・社会増減（人口転入数と転出数）は、2011年（平成 23年）に大きく下がったが、その後は概ね 

増加傾向。 

・総人口は、2020年代初めにピークをむかえ、100万人に一歩届かず、減少局面に入る見通し。 

 

■ 出生の状況 

    ・本市の合計特殊出生率は、2013年（平成 25年）から 2017年（平成 29年）平均で 1.34 と、 

2008年（平成 20年）から 2012年（平成 24年）平均比 0.02上昇。 

・一方、出生数は、2019年（令和元年）で 6,192人と、2015年（平成 27年）比 1,086人減少。 

 

■ 人口の転入元・転出先 

・本市への転入は県内からが中心で、主に市以東、以南の都市からの転入人口に支えられている。 

・一方、東京都及び東京都心方面に向けては転出超過 

（習志野市、船橋市、八千代市など） 

 

■ 東京圏の人口増加地域 

・本市全体では人口増を維持しているが、若葉区 

では人口減少に転じている。 

・本市の以東、以南の地域では既に人口減少が 

始まっている。 

・東京 50キロ圏は人口増減の境界線であり、本市は    

人口増加地域の波打ち際である。 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人の流れ 
 

■ 通勤流動と昼夜間人口比率 

・市民の通勤先は、市内が 58.0%と過半数を超える 

一方、東京への通勤者は 21.4%にとどまる。 

・市外からの通勤者は、県内近隣都市が中心である。  

     （市原市、船橋市、四街道市、習志野市など） 

・昼夜間人口比率は、97.9%(首都圏政令市中トップ) 
 

 

 

 

 

 

 
 
（３）経済と産業の動向 
 

■ 経済の概観 

・本市の市内総生産は、3兆 9,335億円で県内総生産 

（21兆 747億円）の 18.7％を占める。 

 

■ 産業構造 

・従業員数では、サービス産業（卸売業・小売業、医療・ 

福祉など）の従事者が約 85%を占める。 

・情報通信業は、付加価値額の大きさに比して、労働生産性が低く、向上の余地がある。 

 

■ 産業別域外収支 

・鉄鋼の移輸出超過額が約 5千 5百億円で最大となっており、域外から稼ぐ産業の中心。 

・飲食料品は、移輸出率、移輸入率ともに高い水準であり、本市において重要な産業である。 

 

■ インバウンドの状況 

・訪日外国人観光客数は、順調に増加してきたが、2020年（令和 2年）は大幅に減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 
［まとめ］ 
 

○ 本市の総人口は、安定的な増加を続けてきたが、2020年代初めをピークに減少に転じる見

通し。     

○ 本市の人口は、主に市以東、以南の地域からの転入により支えられてきたが、これらの地

域では既に人口減少が始まっており、本市の活力を維持するためには、本市単独ではなく、

周辺都市までを含めた圏域全体の人口維持・増加を考えなければならない。 

 
［まとめ］ 
 

○ 本市には市内在勤者が多く、近隣政令市と比較して昼夜間人口比率が高いことから、 

いわゆる“千葉都民”というイメージとは違う結果が見て取れる。 

○ 本市は、県内における通勤先として、引き続き高い拠点性を有している。 

 
［まとめ］ 
 

○ 本市の経済発展を支えてきた基盤産業たる鉄鋼が、域外から稼ぎ域内産業へ大きな経済波及効

果をもたらしている。 

○ 鉄鋼の他、情報通信業や飲食料品等を中心とした多様な産業の育成・集積を図り、域外収入を

稼ぐ手段の多様化を図ることが本市の産業振興に求められる視点である。 

千葉市は
人口増加地域の波打ち際

千葉市からの通勤流動（2015 年(平成 27 年)） 

人口増加地域 
［2018 年(平成 30 年)－2020 年(令和 2 年)］ 

＜凡例＞

千葉市からの
通勤流動(人)

市内通勤者

237,192人（58.0％）

(2010年比＋6,537人)

埼玉県

1,919人（0.5％）

(2010年比＋92人)

東京都

87,382人（21.4％）

(2010年比▲3,451人)

神奈川県

3,255人（0.8％）

(2010年比＋345人)

市外からの市内通勤者 148,117人(2010年比 ＋3,321人）

（うち県内他市町村が 126,882人(2010年比 ＋1,203人）

県内他市町村：76,323人（18.7％）

(2010年比＋1,885人)

15歳以上就業者

408,768人

(2010年比＋6,584人)

千葉市からの通勤流動（2015 年(平成 27 年)） 

1 千葉市の現状分析 

産業大分類別従業者数の特化係数 
D 建設業

E 製造業

F 電気・ガス

G 情報通信

H 運輸・郵便

I 卸・小売

J 金融・保険
K 不動産業

L 学術研究

M 宿泊・飲食

N 生活関連

O 教育・学習

支援

P 医療・福祉
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千葉市まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン（2021 改訂版）概要版 ２／２ 

 

 

（１）人の流れの独自性          （２）地勢的要因 

・市内在勤者が多く、昼夜間人口比率が高い    ・半島であるがゆえ、大都市としての後背地が限定 

・サービス産業従事者が多く、地域の拠点       ・東京とは異なる商圏を形成し、独自の風土・文化を 

都市的性格                                醸成 
 

（３）東京圏の中で独自性を有する「“ちば”共創都市圏」 

・「東京」でも「地方」でもない、新しい価値観を共に創る圏域“ちば”共創都市圏を経済、雇用面で 

けん引し、さらなる発展と成熟を目指す。 

 

 

 

（１）千葉市の将来人口（基準推計） 

 ・市の総人口は、2020年代初めをピーク 

  （約 98万人）に減少局面へ。 

  ・高齢化率は、2055年をピークに 38.8%まで 

上昇。 
 
（２）人口の将来推計 

・将来推計は、合計特殊出生率及び社会動態を組み合わせた４つのケースについて推計を実施 

・４つのケースのうち、総人口の最大は 93.4万人、最少は 68.5万人となり、その差は 24.9万人となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人口構成の変化 
 

・2065年には、現役世代 1.27人で 1人の高齢者を支える時代が到来。 

 

（２）就業者数の減少 
 

・就業人口は、2060年には、ピーク時と比較して最大約 29.1%（▲約 12.8万人）減少。 

 

（３）市内経済（市内総生産）の見通し 
 

・市内総生産額は、2060年には、最少で約 2兆 8,000億円まで減少。 

 

（４）千葉市の財政へ与える影響 
 

・個人市民税額をはじめとする税収の減収や、高齢者関係事業費の増加が見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

千葉市が目指すべき人口の将来展望「ちばシナリオ」 

人口減少・少子超高齢社会に果敢に挑戦し「交流」と「共創」による自立した圏域を創り出す 

～ “ちば”共創都市圏の確立を目指して ～ 
 

 
［目 標］目指すべき推計ケースは、「出生改善／積極推計」 

① 合計特殊出生率の向上 

  国の見通しに従い、2030 年 1.68、2040 年に 1.94 を目指す。 
 
② 人口の転出抑制・転入促進 

  社会動態は、毎年 500 人の社会増を目指す。 

 

 

◎ 総人口は、2065 年で 93 万 4 千人が維持される 
 
◎ 高齢化率は、2050 年にピーク（35.1％）を迎え減少に転じる 

目標達成に向けて、自然動態、社会動態、交流人口に寄与する取組を「総合戦略」にて推進 

２ 千葉市の独自性 

各ケースの推計結果 
ケース TFR※１ 社会動態※２ 

出生中位/基準推計 パターン 1（TFR 不変） パターン A（基準推計） 

出生改善/基準推計 パターン 2（国と連動） パターン A（基準推計） 

出生改善/悲観推計 パターン 2（国と連動） パターン B（悲観シナリオ） 

出生改善/積極推計 パターン 2（国と連動） パターン C（施策投入シナリオ） 

 ※1  ［パターン１］ TFRは上昇しない（中位推計） 
［パターン２］ 国の地方創生シナリオと連動し、2030年に 1.68（1.80×0.931）、2040年に 1.94（2.07×0.931）まで上昇する 

（出生改善） 
※2  ［パターン A］ 本市の将来人口推計で設定した人口シェアの推移（基準推計） 

［パターン B］ 趨勢的社会増は周辺都市の人口減少により次第に縮小し、本市の社会増はゼロとなる（悲観シナリオ）。 
［パターンC］ 東京方面への転出超過を抑制することで、基準推計に年 500人程度の上乗せをする（施策投入シナリオ）。 

各推計ケースの設定 

千葉市の将来推計人口（2018 年(平成 30 年)3 月推計） 
３ 千葉市の人口推計 

４ 人口減少が将来に与える影響 

５ 目指すべき人口の将来展望 

目標を達成すると・・・ 

 
934,118 人 

 

684,566人 

 中央区 

 稲毛区 

 花見川区 

 若葉区 

 美浜区  緑区 
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千葉市まち・ひと・しごと創生 総合戦略（2021 改訂版）概要版 １／２ 

 

 

本市が目指すべき人口の将来展望「ちばシナリオ」を推進するため、総合戦略を貫く「都市経営の３方針」と、 

ちばシナリオを実現する「７つの重点戦略」を示す。 
 

総合戦略を貫く、「都市経営の 3 方針」 

Ⅰ 自立した“ちば”共創都市圏を支え、活力の中心となる都市へ 

Ⅱ 産業と経済、地域社会の活性化を推し進め、魅力あふれる都市へ 

Ⅲ 誰もが活躍できるしなやかで持続可能な成熟都市へ 

 

ちばシナリオを実現する、「７つの重点戦略」 

１ 自立した“ちば”共創都市圏で、わたしたちが果たす役割の追求 

２ 都市の活力を支える産業の振興と人材の育成 

３ 出産・子育ての希望をかなえ、若い魅力にあふれたまちづくり 

４ 高齢者が心豊かに暮らせるまちづくり 

５ 都市資源を活用し、ひととひととがつながる安全・安心なまちづくり 

６ 千葉市を知り、そして好きになる仕組みづくり 

７ 未来へと引き継がれる「オリンピック･パラリンピック･レガシー」の発展 

 

 
 

本市の課題、強み・弱み、独自性を念頭に、総合戦略の全体を貫く基本的な考え方となる目指すべき都市像を、 

3つの「経営方針」として示す。 
 

都市経営の方針Ⅰ 自立した“ちば”共創都市圏を支え、活力の中心となる都市へ 

■ 本市自身が、行政体制のさらなる効率化や地方創生の取組みを通じた地域の活性化を進める。 

■ さらに、周辺都市との連携を強化し、諸資源を最大限に活用し合うことで、「“ちば”共創都市圏」 

を形成し、総体としての都市機能の向上を目指す。 
 

都市経営の方針Ⅱ 産業と経済、地域社会の活性化を推し進め、魅力あふれる都市へ 

■ 目下の地域経済の下支えを行うとともに、千葉商圏の産業・雇用の中心という強みを活かした、更なる産業 

集積と生産性の向上に取り組む。 

■ 東京 2020大会を一過性のイベントとして終わらせることなく、「千葉市らしさ」を市の内外及び世界に向けて 

発信し続ける。 

■ インバウンド、集客プロモーションの視点から、東京 2020大会競技会場地となった幕張新都心の国際 

競争力の向上と、地域資源の活性化を推進し、世界の観光需要を取り込む。 

■ 国家戦略特区による規制改革を推進し、ドローンや自動運転モビリティ等の未来技術を活用した新たな 

ビジネスモデルを創出するとともに、意欲ある民間企業が創意工夫を如何なく発揮できる環境を整備し、 

地域経済の活性化を図る。

 

■ 行政や民間の DXの推進などにより、多様な働き方の実現や生産性の向上を図る。 

■ これらの施策を有機的に連携させることで、これまでよりもさらに魅力あふれる都市へと成長させる。 
 

都市経営の方針Ⅲ 誰もが活躍できるしなやかで持続可能な成熟都市へ 

■ 経済、社会、環境の三側面に統合的に取り組み、SDGsの目標達成に寄与する持続可能なまちづくりと 

地域活性化を推進していく。 

■ 全国に先んじて人口減少・少子超高齢社会、多様性を活かしたインクルーシブな社会に対応する諸機能、 

システムを構築し、果敢に課題を解決するとともに、様々なリスクにしなやかに対応できる持続可能な成熟 

都市として、21世紀における大都市のモデルとなることを目指す。 

 
 
 

 

重点戦略１ 自立した“ちば”共創都市圏で、わたしたちが果たす役割の追求  

施策 （１）「競争」から「共創」の地域連携へ   

■ 本市以東、以南を中心とした周辺都市との連携により、多くの住民が行き交い経済活動が展開される、 

「東京」でも「地方」でもない新しい価値観を共に創る“ちば”共創都市圏を形成する。 

基本目標 単位 実績値(2014 年度末) 実績値(2017 年度末) 実績値(2020 年度末) 目標値(2022 年度末) 

民営事業所の従業者数 人 397,226 406,378 406,378 404,000 

交流人口の増 

 幕張新都心年間来街者数 万人 4,820 4,700 2,800 4,800 

 JR 千葉駅乗車人員 人/日 103,592 105,807 81,445 108,000 

 

重点戦略２ 都市の活力を支える産業の振興と人材の育成  

施策 

（１）企業立地の一層の促進と、競争力のある産業集積の形成  

（２）市民生活を支える持続性の高い地域経済の構築 

（３）「技術」と「産業」と「資金」をつなぐ仕組み 

（４）MICE の誘致・観光プロモーションによる世界の観光需要の取り込み 

（５）地域経済を支える人材の育成 

（６）ダイバーシティ（多様性）と男女共同参画の推進 

■ 市内企業の成長を促進するとともに、「域外から稼ぐ」ことのできる産業で中核を担う企業の集積を進める。 

■ 起業家精神にあふれる人材を育成するなどイノベーションの創出や産業の新陳代謝を促す。 

■ ビジネスや生活の場として海外からも選ばれる都市を目指し、ＭＩＣＥやインバウンドの推進など、都市の 

国際性の向上を図る。 

■ 大学新卒者等、若者の就労支援と市内企業の人材確保につなげるため、大学生等と市内企業のマッチング

を図り、ひいては定住人口の確保につなげる。 

■ 誰もがそれぞれの個性と能力を発揮でき、あらゆる人にとって働きやすく、暮らしやすい、多様性に富んだ 

活力ある社会の実現を目指す。 

３ ちばシナリオを実現する、「７つの重点戦略」 

1 総合戦略の構成 

ちばシナリオを実現 

２ 総合戦略を貫く、「都市経営の 3方針」 
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千葉市まち・ひと・しごと創生 総合戦略（2021 改訂版）概要版 ２／２ 

 
 

基本目標 単位 実績値(2014 年度末) 実績値(2017 年度末) 実績値(2020 年度末) 目標値(2022 年度末) 

民営事業所の従業者数 人 397,226 406,378 406,378 404,000 

市内民営事業所数 事業所 31,987 31,015 36,147 35,000 

市内新設事業所数 事業所 7,033 4,358 7,393 6,260 

小売業の年間商品販売額 百万円 937,812 1,111,876 1,111,876 1,104,093 

 

重点戦略３ 出産・子育ての希望をかなえ、若い魅力にあふれたまちづくり  

施策 

（１）妊娠・出産・子育てまでの切れ目のない支援  

（２）充実した教育・保育の提供 

（３）若さにあふれた活気あるまちづくり 

■ 妊娠期から子どもが自立するまでの期間にわたり、仕事と子育てを両立するための多様な保育サービスを 

提供する。 

■ きめ細かな子育て支援施策を推進し、「こどもを産み育てたい、こどもがここで育ちたいと思うまち『ちば』の 

実現」を目指す。 

■ こどもの自立を促進するとともに、こどもが主役になって考えるまちづくりを目指して、こどもの意見を可能な 

限り取り入れる。 

基本目標 単位 実績値(2014 年度末) 実績値(2017 年度末) 実績値(2020 年度末) 目標値(2022 年度末) 

市合計特殊出生率の県内他都市（東葛湾岸地域 3 市合計）との差分の解消  － 0.03 0.04 0.05 0 

6 歳未満の子どもがいる子育て世帯の数  世帯 37,429 35,158 35,158 35,000 

全国学力・学習状況調査における全国平均正答率の比較（市立小・中学校）  － 小 6：＋1.8 中 3：＋1.9 小 6：＋1.1 中 3：－0.1 小 6：±0 中 3：±0 小 6：＋2.5 中 3：＋2.5 

 

重点戦略４ 高齢者が心豊かに暮らせるまちづくり  

施策 

（１）地域包括ケアシステムの構築・強化  

（２）健康づくりの推進による健康寿命の延伸 

（３）アクティブシニアの活躍推進 

■ 高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自立した暮らしを続けられるような体制づくりを進める。 

■ 「人生 100年時代」の到来を見据え、健康寿命の延伸とともに、高齢者の一層の社会参画を促し、生涯現役

で活躍できるような地域社会づくりを目指す。 

基本目標 単位 実績値(2014 年度末) 実績値(2017 年度末) 実績値(2020 年度末) 目標値(2022 年度末) 

介護・支援を必要としない高齢者の割合（75 歳以上 85 歳未満） % 80.5 81.3 81.7 82.2 

 

重点戦略５ 都市資源を活用し、ひととひととがつながる安全・安心なまちづくり  

施策 

（１）都市のコンパクト化により活力を生み出す地域空間の形成  

（２）ネットワーク化の促進による、地域の拠点づくり 

（３）幕張新都心の競争力の向上 

（４）気候変動リスクに対応し、災害に強い持続可能な都市の実現 

（５）感染防止対策と社会・経済活動との両立 

■ 市民の安全で快適な生活と、効率的な都市運営との両立を図るため、住宅、商業、工業、農業、山林など 

の機能が多核的に一定程度まとまり、各機能が相互に連携し、高度化するよう取り組む。また、都市的な 

土地利用においては複数の機能エリアを公共交通で繋ぎ、適切な機能分担のもとに連携し、これら都市 

構造のメリットを全市域で享受できる仕組みの構築を目指す。 

■ 自動車中心のまちなかを、多様な人材・関係人口が集う、交流する、滞在するひと中心の「居心地がよく 

歩きたくなるまちなか」に転換することを目指すことにより、ひと中心の豊かな生活空間を実現させるだけで 

なく、地域消費や投資の拡大、観光客の増加や健康寿命の延伸、孤独・孤立の防止ほか、様々な地域 

課題の解決や新たな価値の創造につなげる。 

■ 既存ストックの持つ多様な効果が発現されるよう、施設を賢く効率的に運用するとともに、都市機能の適切 

な維持・更新を様々な主体の連携のもとで推進する。 

■ 令和元年の台風・大雨による被害の教訓を活かし、災害に強い持続可能な都市の実現を目指す。 

■ 新たな感染症により人々の行動が制限されたとしても、社会・経済活動を維持できるよう、感染防止対策と 

社会・経済活動との両立を図る。 

基本目標 単位 実績値(2014 年度末) 実績値(2017 年度末) 実績値(2020 年度末) 目標値(2022 年度末) 

公共交通の利便性の高いエリアに居住している人口割合 % 80.7 84.0 84.0 85.5 

公共交通機関の乗車数 千人 743 779 580 800 

 

重点戦略６ 千葉市を知り、そして好きになる仕組みづくり  

施策 

（１）都市アイデンティティの確立  

（２）市民全員参加のまちづくり 

（３）「時間を返す」市民サービスの実現 

■ 本市固有の都市イメージの基礎となる「都市アイデンティティ(千葉市らしさ)」を確立する。 

■ 市民や団体、企業など様々な主体とまちづくりの課題や目的、魅力を共有し、市民が主体となってまち 

づくりに参加・連携できる仕組みを構築する。 

■ 市民の利便性の向上を図るため、行政手続きの改善など市民や事業者の「時間を返す」市役所を目指す。 

基本目標 単位 実績値(2014 年度末) 実績値(2017 年度末) 実績値(2020 年度末) 目標値(2022 年度末) 

千葉市にアイデンティティがあると思う人の割合  % － 43.5 51.1 55.0 

観光入込客数 千人 22,550 25,453 12,214 26,472 

公共・公益的な活動の状況 % － － 29.6 増を目指す 

 

重点戦略７ 未来へと引き継がれる「オリンピック･パラリンピック･レガシー」の発展  

施策 
（１）有形・無形の「レガシー」の、未来への承継  

（２）パラリンピックを通じた共生社会の実現 

■ 東京 2020大会の開催を契機としたこれまでの取組みが市民の、そして都市の「記憶」として引き継いで 

いけるよう、ソフト・ハード両面にわたり整備した環境を都市のレガシーとして未来へと継承し発展させる。 

基本目標 単位 実績値(2014 年度末) 実績値(2017 年度末) 実績値(2020 年度末) 目標値(2022 年度末) 

観光入込客数 千人 22,550 25,453 12,214 26,472 

外国人延べ宿泊客数 千人泊 210 451 59 111 

 


